

















（Problems in the Operation of the Public Comment Procedures 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































が判決に及ぼす影響―米国 Auer/Seminole Rock 原則を中心として―」税務事例45巻
７号40頁以下（2013）、同「米国財務省・IRSによる暫定規則の利用と告知コメント
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手続の回避―租税法領域におけるパブリック・コメント制度の活用―」国士舘法研論
集15号21頁以下（2014）、同「租税行政立法を巡る諸問題―大阪高裁平成21年10月16
日判決及び東京地裁平成24年12月７日判決に触れて―」税務事例46巻６号39頁以下
（2014）も参照。
（８） ここでいう「任意組合等」とは、「民法第667条第１項（（組合契約））に規定する
組合契約、投資事業有限責任組合契約に関する法律第３条第１項（（投資事業有限責
任組合契約））に規定する投資事業有限責任組合契約及び有限責任事業組合契約に関
する法律第３条第１項（（有限責任事業組合契約））に規定する有限責任事業組合契約
により成立する組合並びに外国におけるこれらに類するもの」をいうと説明されてい
る。
（９） このほか、「組合事業について計算される利益の額又は損失の額のその者への報告
等の状況、その者の当該組合事業への関与の状況その他の状況」や「その者において
当該組合事業に係る収入金額、支出金額、資産、負債等を明らかにできない場合」（原
案の注書き部分）の具体例を示すべきであるという意見やこれらの「２つについては、
いずれにしても具体的な例示（該当する例・該当しない例）の公表が不可欠。（『情報』
などではなく、通達に記載すること）」などといった意見が寄せられた。これらに対
して国税庁は、本件通達の「適用関係については、個々の事実関係に基づき、法令等
に照らして、適正に取り扱うことになります。」という考え方を示すのみで、原案の
修正を行うことやこれらの要望に応えて具体例を示すようなことはしていない。無数
に想定される具体例の全てを通達に列挙することは不可能であるから、国税庁の対応
はやむを得ない面があろう。他方、事例集や質疑応答形式の資料（Q&A）の公表と
までいかなくとも、上記各意見に応える形で、想定している具体例をいくつか示す程
度のことは行ってもよかったのではないかという見方もあり得よう。ただし、行政手
続法39条１項が定める「意見（情報を含む。）」に要望や質問の類がどこまで含まれ
るのかという点については議論の余地があろうか。
（10） 先例としての拘束性を有するという意味での「判例」とは、個々の特定の裁判（判決・
決定）の理由の中で示された裁判所の法律的判断であって、それはのちに別の事件を
裁判するときに先例となるような性質の判断をいう。先例となり得るためには、その
判断が他の事件にも適用することができるような一般性を有していることが必要であ
る（中野次雄編『判例とその読み方』４頁以下（有斐閣、第４版、2009））。この点、
佐藤孝一税理士は、「国の主張、及び本判決〔筆者注：本件地裁判決〕の審理ないし
判断過程は所得税法等の解釈・適用との関係において疑問があるため、本判決の判断
は、構成員課税に関わる先例とはなり得ないものと評さざるを得ない。」と論じられ
る（佐藤孝一「判解」税務事例44巻１号10頁（2012））。
（11） 投資事業有限責任組合について、本件高裁判決は、「任意組合と投資事業有限責任
組合との基本構造が類似しており、本件通達も投資事業有限責任組合の組合員の各種
所得の金額の計算上総収入金額又は必要経費に算入する利益の額又は損失の額の計
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算方法を任意組合の組合員のそれと同一の取扱いとして定めていることに照らすと」、
任意組合に対する判示は投資事業有限責任組合についても同様に当てはまる旨説示し
ている。
（12） かかる判断に賛成する見解として、岸田貞夫「判研」TKC税研情報21巻11号15
頁以下（2012）、（本件高裁判決の評釈であるが）図子善信「判解」新・判例解説
Watch13号175頁以下（2013）参照。
（13） 碓井光明教授は、任意組合の「団体性は、事実としても、また、法律上も、認め
られているものであるが、にもかかわらず、所得税法の上においては、組合の利益は、
直接に、組合構成員に分割的に帰属するという理解が暗黙のうちに通用していると思
われる」とされた上で、「その理由は、組合契約等による組合員は利益分配請求権を
有し、また利益が組合財産として留保されている場合にも、共有持分権により、組合
員の財産の増加として認識しうるということに求められよう」と指摘される（碓井光
明「共同事業と所得税の課税―任意組合課税方式の検討―」税理25巻６号10頁以下
（1982））。また、増井良啓教授は、組合損益に対するパススルー課税を「明示的に定
める条文は、所得税法の中には見当たらない。むしろ、組合財産が総組合員の共有
に属すること（民法668条）から、解釈上自然に導かれる帰結と考えるべきであろう。
ここで、根拠条文として、あえて所得税法12条をもちだすまでもない。組合の事業
から生ずる収益は、法律上、組合員個人に帰属するからである。」と述べられる（増
井良啓「組合損益の出資者への帰属」税務事例研究49号53頁（1999））。
（14） なぜなら、任意組合は法人格を有しないこと及び民法668条の規定等を前提とする
限り上記①②のいずれも肯定し得ると解されるところ、上記①は、組合の財産は組合
の所有ではなく総組合員の共有であるという点を確認するものであると理解するなら
ば、貸借対照表の各項目の全てを各組合員に配分することにつながり、上記②は、組
合損益が各組合員への現実の分配の有無（及び分配割合）にかかわらず、損益発生時
点で（かつ損益分配割合に応じて）、各組合員に帰属することを確認するものである
と理解するならば、損益計算書の各項目の全てを各組合員に配分することにつながり、
最終的には、組合に係る貸借対照表、損益計算書の各項目の全てを各組合員に配分す
る方法である総額方式に到達することが考えられるからである。なお、金子宏教授は、
「組合事業にかかる各組合員の所得は、組合がパススルーの組織体であることにかん
がみ、原則として」総額方式によって行うべきであるという見解を示される（金子宏
『租税法』462頁（弘文堂、第19版、2014））。
（15） ①任意組合が社団ではなく組合員間の共同事業を目的とする契約の形態をとって
いること、②その業務執行が組合契約に基づく各組合員の共同事業として行われるも
のであること、③任意組合の組合財産が狭義の共有（民法249条以下）ではなくいわ
ゆる合有とされていること（したがって、その組合員各自が組合財産に対する自由な
支配権を有しないという意味で、組合財産にある程度の独立性があると解されている
こと）、④組合内部においては組合損益のうち利益は各組合員に分配し、損失は各組
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合員が分担することが予定されていること（民法674条はこれを前提としているもの
と解されること）、⑤特に営利事業を主たる目的とする組合であれば、その存続中には、
定期的に損益の計算をして利益があればその都度組合員がその分配を受けることを意
図していることが通例であると解されること（この点からすると、任意組合が多数の
組合員から出資を募って共同事業を行う場合においては、その出資者が単に利益の配
分を期待する資本出資者という実態を持つ場合には、その業務から生じる利益の配分
として個人組合員が当該組合から受ける所得は、出資・投資の対価として雑所得に該
当するとも考えられること）。
（16） 共同事業性は組合契約の本質であることにつき、末川博「民法上の組合の本質」『民
法論集』221頁（評論社、1959）〔初出1940〕、我妻栄『債権各論中巻二』771頁及び
778頁（岩波書店、1962）など参照。
（17） 組合は独立の法人格を有するものではないから、組合財産は総組合員の共有に属
し、個々の組合は持分に応じて組合財産の共有者となるが（民法668条）、民法は組
合存続中の組合財産の分割請求を許さず、組合員による持分処分の効力を制限してお
り（同法676条）、かつ組合財産に対する組合員各自の自由な支配権も判例（大審院
昭和７年12月10日判決・民集11巻2313頁、大審院昭和11年２月25日判決・民集15巻
281頁）によって否定されている（能見善久『論点大系　判例民法６　契約Ⅱ』131
頁〔四ッ谷有喜執筆〕（第一法規、2009））。
（18） 組合財産の損益分配割合について定める民法674条の趣旨について、「組合の事業
経営より生じた利益や損失は、直接には組合財産を構成し、総組合員に帰属するもの
であるが、組合内部においては利益は各組合員に分配し、損失は各組合員がこれを分
担するのが通例である。本条は、このことを前提として、損益分配の割合について規
定している」と説明されている（鈴木祿彌編『新版注釈民法⒄　債権⑻』125頁（有
斐閣、1993））。なお、同条については、「損益の分配は、組合事業が完了し組合が解
散する場合にのみ行われることも稀ではないが、営利を主たる目的として継続的に事
業を営む場合においては、組合員は組合存続中に定期的に（決算期に）損益の計算を
し、利益があればそのつど分配を受けることを意図して組合に加入しているのが通例
であり、かような場合には、組合員は組合存続中に利益分配を請求する権利を有する
と解される。」という見解が示されている（鈴木・同書、125頁）。
（19） 本件高裁判決は、本件のように、任意組合の組合員が法人ではなく個人である場
合には、当該組合員は、組合損益に対する構成員課税として、所得税法により所得税
の納付義務を負うことになる（所得税法５条、２条１項３号ないし５号）とした上で、
所得税法が次の順序に従って所得税を計算することを定めていることを確認する。
①　所得を、その源泉又は性質によって利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、
給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得又は雑所得の10種類の所得
に区分し、これらの所得ごとに所得の金額を計算する（所得税法21条１項１号）。
②　①の金額を基礎として、課税標準（所得税法22条）及び損益通算と損失の繰越
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控除（同法69条から71条）の規定により総所得金額、退職所得金額及び山林所得
金額を計算する（同法21条１項２号）。
③　②から基礎控除その他の控除をして課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税
山林所得金額を計算する（所得税法21条１項３号）。
④　③を基礎として、所得税法89条等の規定により所得税の額を計算する。
　　また、判決は、上記所得税法21条１項に基づく税額の計算方法のうち退職所得及び
山林所得の計算に関する部分を除いたものを総合課税ということ、総所得金額、退職
所得金額又は山林所得金額を計算する場合において、不動産所得の金額、事業所得の
金額、山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じた損失があるときは、これを
他の各種所得の金額から控除することができること（損益通算。所得税法69条１項）、
他方、土地等に係る譲渡所得（長期又は短期の区分がある。租税特別措置法31条又
は32条）、株式等に係る譲渡所得等（同法37条の10、37条の11）、先物取引に係る雑
所得（同法41条の14）等の一定の所得について、総合課税とは別個に税額を計算（分
離課税）すること、を確認している。
（20） なお、本件高裁判決は、３方式の許容性を検討するに当たり、任意組合の基本構
造に加え、「任意組合の組合員には、共同事業者として任意組合の業務執行をする者
から単に利益の分配を期待する出資者にすぎない者まであり得ることをも併せ考慮す
れば」と前置きしているが、Xにおける本件任意組合等への関与の程度についてはと
りたてて認定していないため、上記前置き部分の判示が、３方式の許容性の議論にお
いてどのように位置付けられるのかという点については必ずしも判然としない。
（21） この点に関し、貴重な示唆を与えてくれる論稿として、例えば、植松守雄「所得
税法の諸問題第13回　第１　納税義務者・源泉徴収義務者（続12）」税通42巻11号35
頁以下（1987）、同「所得税法の諸問題第18回　第１　納税義務者・源泉徴収義務者（続
17）」税通43巻３号58頁以下（1988）、増井・前掲注13、47頁以下など参照。
（22） この点について、高橋祐介「判解」平成23年重要判例解説〔ジュリスト臨時増刊〕
214頁（2012）参照。
（23） 同旨の疑問を提起するものとして伊藤剛志「組合課税に係る近年の裁判例の検討」
租税研究762号250頁（2013）参照。
（24） 法人税基本通達14－１－２について、遠藤克博氏は、「現実の任意組合契約は、組
合員の組合事業への関わりの程度が、組合それぞれに異なり、組合員によっても異な
っていて、組合員が実質的に共同事業に携わっているケースもあれば、株式への投資
同様に事業は特定の者に任せっきりで利益の分配のみに関心を持っているケースもあ
る。当然、組合損益の計算、報告の形態も、詳細なものから極めて簡易なものまで存
在するはずである。法人税基本通達14－１－２での取扱いが、損益計算の方法に選
択の余地をもうけている真意は、組合員たる法人の事務の簡便性に配慮したものと思
われる。」という見解を示されている（遠藤克博「企業の海外投資をめぐる会計監査
と税務調査の接点―外国パートナーシップに係る組合型所得計算方式の問題点を中心
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に―」税大論叢30号 111頁（1998））。
　　また、朝長英樹氏は、「法人税基本通達14－１－２…は法令の規定がない中での執
行当局の苦労の痕跡が最も明瞭に窺い知れる通達の１つであり、本通達がない状態を
想定して比較すれば、その意義の大きさが分かるが、租税法律主義という観点から客
観的に見れば、組合に関する現在の取扱いに関し、改めて十分に深度のある検討を行
い、それを法令に明示しなければならないという大きな課題があるように言わざる
を得ない」と指摘される（朝長英樹「租税法律主義というか観点から見た現行の事
業体課税―事業体課税の法制化の必要性について―」JICPA ジャーナル606号44頁
（2006））。
　　なお、金融商品会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第14号）308項は、任
意組合、匿名組合、パートナーシップ、リミテッド・パートナーシップ等への出資の
会計処理について、「任意組合、パートナーシップについては、法律上その財産は組
合員又はパートナーの共有とされていることを考慮して、組合財産のうち持分割合に
相当する部分を出資者の資産及び負債として貸借対照表に計上し、損益計算書につい
ても同様に処理する実務もある。しかし、出資者が単なる資金運用として考えている
場合、又は有限責任の特約が付いている場合など、多くの場合には、匿名組合、リミ
テッド・パートナーシップと同様に貸借対照表及び損益計算書双方について持分相当
額を純額で取り込む方法が適切と考えられることから、その方法を原則とした。」と
説明している。
（25） 本件通達の取扱いが課税実務上定着していることに言及する上記判示部分に着目
するならば、信義則又は行政先例法の成立を背景とした判示であると理解すべきであ
るのかもしれない。しかしながら、かような理解については、判決が信義則又は行政
先例法の問題に明示的には言及していないという難点がある。
（26） 中間方式又は純額方式を採用した場合に所得計算上各種の規定の適用がないこと
を定める本件通達が租税法律主義の原則と緊張関係に立つことについて敷衍しておく。
本件通達によれば、中間方式は、組合員において組合事業に係る貸借対照表項目の明
細が明らかにされないばかりか、このことに伴い、組合事業に係る取引等について非
課税所得、配当控除、確定申告による源泉徴収税額の控除等に関する規定の適用はあ
るが、引当金、準備金等に関する規定の適用はないこととされる。また、純額方式は、
組合員において組合事業に係る貸借対照表項目のみならず損益計算書項目も明らかに
されないばかりか、このことに伴い、組合事業について計算される利益の額又は損失
の額のみが明らかにされるものであるから、各組合員は、当該組合事業に係る取引等
について、非課税所得、引当金、準備金、配当控除、確定申告による源泉徴収税額の
控除等に関する規定の適用はなく、各組合員にあん分される利益の額又は損失の額は、
当該組合事業の主たる事業の内容に従い、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所
得のいずれか一の所得に係る収入金額又は必要経費とされることとなる。
　　しかしながら、組合段階における、引当金、準備金等、組合事業に係る取引等につ
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いての非課税所得、配当控除、確定申告による源泉徴収税額、それぞれの組合損益に
係る所得の種類（分類）に関する事項について、組合レベルの情報を組合員が把握で
きるか否かは、各組合のみならず、同一の組合の各組合員の間においても、区々であ
ることが想定される。したがって、中間方式又は純額方式を採用する組合員に対し一
律に非課税所得、引当金、準備金、配当控除、確定申告による源泉徴収税額の控除等
に関する規定の適用を認めない又は各組合員にあん分される利益の額又は損失の額は、
当該組合事業の主たる事業の内容に従い、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所
得のいずれか一の所得に係る収入金額又は必要経費とされるという取扱いは妥当では
ないと考える。例えば、非課税所得、引当金、準備金、配当控除、確定申告による源
泉徴収税額の控除等に関する規定について所得税法の明文上の適用要件を満たしてい
ることが、事実認定上も、法解釈上も明らかである場合において、これらの規定の適
用を認めないとする法的根拠は明らかではない。
　　同様に、組合段階で生じた所得に係る所得の種類が、事実認定上も、法解釈上も明
らかである場合において、組合員段階においては、当該組合事業の主たる事業の内容
に従い、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得のいずれか一の所得に係る収入
金額又は必要経費とされることにより、組合段階と組合員段階で所得の種類の転換を
認めることは妥当であろうかという疑問が生じる。この点、高橋祐介教授は、「所得
種類の転換が明文の規定なく通達で行われていることは、やはり租税法律主義からす
ると疑問の余地はあろう。もっとも、租税法律主義と納税者の所得計算の便宜の利益
衡量により、条文解釈（先の配当所得の場合には、配当所得の所得種類を定める所得
税法24条１項、事業所得の所得種類を定める27条１項あるいは雑所得の所得種類を
定める35条１項ということになろう）の枠内で、この通達が支持されると理由づけ
ることもできるかもしれない。というのも、例えば配当所得が雑所得に転換された場
合には、納税者は配当控除（所法92条）はもちろん受けることはできず、また総合
課税を受けるべく確定申告を行うにあたり、源泉徴収税額を控除することができない
であろうから、この所得種類の転換はもっぱら納税者の不利に働くので、税負担の面
での不利を選択しなければならないほど所得計算の便宜が重要である納税者しか、ネ
ットネット方式〔筆者注：純額方式〕を利用しないであろうからである。」と論じら
れる（高橋祐介「民法上の組合の稼得した所得の課税に関する基礎的考察―課税時期、
所得種類、帰属を中心に―」税法543号78頁（2000））。
（27） この点に関する議論について、植松・前掲注21「所得税法の諸問題第18回」61頁、
増井・前掲注13、63頁以下、佐藤英明「判研」ジュリ1189号125頁（2000）参照。
（28） いわゆるりんご生産組合事件の最高裁平成13年７月13日第二小法廷判決（集民
202号673頁）の判断が参考となるであろう。
（29） 最高裁昭和39年11月13日第二小法廷判決（集民76号85頁）は、「所得税法が、信
頼しうる調査資料を欠くために実額調査のできない場合に、適当な合理的な推計の方
法をもって所得額を算定することを禁止するものでないことは、納税義務者の所得を
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捕捉するのに十分な資料がないだけで課税を見合わせることの許されないことからい
っても、当然の事理であり、このことは、昭和25年に至って…所得推計の規定が置
かれてはじめて可能となったわけではない。」と判示している。
（30） 前掲注６参照。
（31） 例えば、複数想定される数値基準の選択肢の中から、原案通達における数値基準
を選択した具体的な理由及びその裏付け資料を開示しなかった案件として、平成24
年２月29日付けで意見公募があった「『法人契約の『がん保険（終身保障タイプ）・
医療保険（終身保障タイプ）』の保険料の取扱いについて』（法令解釈通達）の一部改
正（案）等に対する意見公募手続の実施について」及び平成25年４月２日付けで意
見公募があった「『財産評価基本通達』の一部改正（案）に対する意見公募手続の実
施について」があることを指摘しておく。
